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論文内容の要旨
本稿は、環境政策の決定に対する政治過程の影響を分析するものであるo 特に、第皿章は、(1)汚染物
質の排出者も、その被害者も企業であるという状況を想定して、 (2)政党の政策に関する情報をもっln-
f ormed voterは存在しないとし、投票者は、その投票行動が完全に選挙資金のもとで行なわれる政治キャ
ンペーンに左右されるuninformedvoterのみで、あるという単純なケースにおいて、 (3)ロビー団体の支持
政党が決まっているという状況下で、選挙という政治的背景のもとで政策手段が如何に選択されるかにつ
いて分析を行なった。その主な結果は、以下のとおりである。(1)選挙競争の参加者双方がいずれも価格
規制を環境政策の手段として選択した場合には、汚染物質排出者の支持政党と汚染被害者の支持政党の政
策は互いに対立し、前者は自由放任、後者は生産禁止的な政策を採用する。しかし、 (2)両政党がともに
数量規制の手段を採用した場合には、政党が当選確率を高める(換言すると政治献金を増やす)ことだけを
目的とすると、汚染物質排出者の支持政党は規制を厳しくし、汚染被害者の支持政党は規制を緩和ぎみに
設定しようとするパラドックスが生じる。その結果、政党間の規制政策は一致する。さらに、 (3)もし政
党が政策手段を自由に選択することができるのであれば、価格規制という手段は選択されない。
さらに第町章は、(1)企業が汚染物質を排出し、一般の消費者がその被害を蒙るという枠組に改めた上
で、 (2)第 I章で示された汚染物質の「生産関数」を、環境技術の改善が反映されるように定義し、
(3)情報をもたないuninformed voterだけではなく、情報を持ったinformedvoterをも導入して、 (4)ロ
ビー団体がいずれの候補者にも政治献金を行なうという状況のもとで分析を行なった。その結果、汚染企
業の生産物市場の規模がそれほど大きくない場合、以下のような結論が導かれた。(1)ロビー団体は、候
補者の環境規制政策を事実上決定することができる。 (2)規制政策の効果は、それが数量規制であったと
しても、価格規制であったとしても定性的には同じである。とくに、いずれの場合にも、①外生的な政
策においてよりポピュラーな候補者の得られる政治献金額は、そうでない候補者のそれより大きい;
②候補者の外生的な政策における相対的な優位の上昇(低下)は、その候補者の政策を社会的厚生の最大
化方向から引き離す(社会的厚生の最大化へ向かわせる)効果を持つ;③ informedvoterの規制政策に対
する反応度とその投票者総数に占める割合の上昇(低下)は、社会的厚生を上昇(低下)させるが、 unln-
formed voterの政治献金に対する反応度と投票者総数に占める割合の上昇(低下)は、社会的厚生を低下
(上昇)させる。 (3)しかし、上記(2)の結果にもかかわらず、社会的厚生の視点から見て、独占企業の環境
汚染の程度が強い場合は、価格規制の方が望ましく、あまり強くない場合は数量規制の方が望ましい。
(4)数量規制の場合も価格規制の場合も、環境技術の改善は必ずしも、社会的厚生の改善に結び、つかない。
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論文審査の結果の要旨
環境経済学では、数量規制と価格規制のどちらがより望ましいかについて議論が展開されており、一般
に価格規制政策がより強く支持されている。しかし、それにもかかわらず、ほとんどの政府は数量規制政
策を選好する傾向がある。それはなぜであろうか。また、環境問題を解決することの重要性は社会の共通
認識となっているにもかかわらず、環境問題への取り組みが依然として困難に満ちているのはなぜか。こ
れらの問題について、さまざまな角度から分析することが可能であるが、本論文では、環境政策の決定に
対する政治過程の影響にその答えを求めようとするものであり、環境問題に政治過程を導入した本格的な
論文となっている。
また、本論文の分析の特徴は、およそ以下のように要約できる。標準的な経済学の議論では、通常、経
済政策を決定する政府は、社会的厚生の最大化を目標とする「理想的な」政府であるとされている。しか
し、経済政策のほとんどは、さまざまな経済主体に異なる利害関係をもたらすので、政策によって利益を
得る主体と犠牲を強いられる主体は、いわゆるロビー団体を形成し、政治献金の提供などを通じて政策決
定者に政治的な影響力を与えようとする。一方、民主主義政治のもとでは、選挙に勝利し、政策決定者の
地位を得るために、選挙候補者(政党あるいは政治家)は政治資金を必要とするので、ロビー団体の影響力
を無視することはできなし、。したがって、現実の経済政策の策定過程において、政府は、標準的な理論で
考えられるような「理想的な」政府ではなく、むしろこうした政治的要素の影響を大きく受ける傾向があ
るとしばしば指摘されている。環境問題の解決を目標とする環境政策も、汚染物質の排出者と被害者の利
害に大きな影響を与えるので、決して例外ではないと思われる。しかし、環境政策の分野では、政治的要
素を導入した分析はまだ数少ない。本論文は、環境政策の分野に政治過程に関する分析を明示的に導入し、
選挙競争という政治的背景のもとで環境政策の手段が知何に選択され、またこれらの政策手段がどのよう
な厚生効果をもたらいさらに、選挙民の構成など政治的な要素や環境技術の改善が政治均衡においてど
のような効果をもつかなどの問題に関して精徹な数学的分析を行っていることが高く評価される。
本論文の分析結果は、抽象的な理論モデルによるものであるので、直接現実にあてはめるのは困難であ
るが、以上の分析は環境政策について次のような示唆を与えていると思われる。たとえば、先進工業国で
は、インセンティブ規制がまったく採用されていないわけではないが、その範囲はかなり限定されていて、
殆どの政府は直接規制を選好する傾向があると言われているO このような状況は本論文の第E章の分析結
果と一致する。
より重要なことは、本論文は、価格規制と数量規制の相違点を認識することの重要性を指摘したことで
あるO 第皿章と第W章のいずれの場合も、情報の非対称性などの問題を考慮しない場合、理想的な規制の
もとでは、価格規制と数量規制は社会的厚生の視点からみて無差別であることを確認しているO しかしそ
れにもかかわらず、政治過程を考慮すると、第E章は、数量規制が政策手段として採用されれば、どの候
補者が当選しでもある程度の規制を行うが、価格規制の場合は、当選者によっては環境問題をまったく放
置する危険性があることを示唆している。また、第町章も、数量規制と価格規制政策は定性的には同じで
あるが、汚染程度の大きさによって、これらのもたらす厚生効果は異なることを指摘しているO したがっ
て、環境政策の手段を選択する際、情報の非対称性などの問題に加えて、政治的要素による影響も十分に
考慮すべきであることを本論文は示唆しているO
さらに、政治的要素を考えると、有権者に積極的な情報開示などを通じて、その政策に対する関心度を
高めることは重要であると第N章は指摘する O また、環境技術の改善は場合によっては社会的厚生を悪化
する可能性がある。第W章のこの指摘は、現実の政治経済において環境問題への取り組みの難しさを示唆
しているように思われるO
ただ、本論文では、環境政策手段の選択とそれらによる厚生効果を、それぞれ異なる枠組のもとで議論
していることや、環境経済学で議論の焦点となっている'情報の非対称性問題を直接的に採り上げていない
ことなど課題も残っている。しかし、たとえそれらの点を勘酌したとしても、この論文で示唆された政治
的要素を加味したモデルの重要性は、非常に高く評価されるべき学問的貢献となっている。従って、本論
文は、博士号(経済学)の学位が授与されるに値すると判断する。
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